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計画の改訂等について
2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

第六次総合計画
前期基本計画、前期

実施計画
後期基本計画、後期実施計画

第七次総合計画 第1期推進計画 第2期推進計画 第3期推進計画

高木元市長

山本前市長

小川市長

庁内組織

策定推進委員会
（①策定委員会、
②幹事会、③専門
部会、④分科会）

県都まえばし創生本
部会議、ワーキング
グループ（①教育・
人づくりWG、②結
婚・出産子育てWG、
③健康・福祉WG、
④しごとWG、⑤転
入転出WG、⑥都市

づくりWG）

県都まえばし創生
本部会議

県都まえばし創生
本部会議

第八次総合計
画策定調整市民参画

市民アンケート、
パブコメ

市民アンケート、
パブコメ、市民
ワークショップ

市民アンケート
タウンミーティン
グ（R6）、市民
アンケート（R5
済）、パブコメ

参加型会議

①外部評価委員
会、②いきいき前
橋市民会議、③総
合計画審議会

県都まえばし創生
本部有識者会議

県都まえばし創生
本部有識者会議

県都まえばし創生
本部有識者会議

44



期間 2023 2024 2025 2026 2027 2028

前橋市第七次総合
計画

2021-2024

県都まえばし創生
プラン（総合戦
略）

2020-2024

前橋市DX推進計画 2021-2025

国、県デジ田戦略 2023-2027

（参考）

市長公約等 2024.2～

国：デジ田戦略

県：デジ田戦略

第2期計画期間

現行：第2期県都まえばし創生プラン

改訂準備
（総合計画WG)

改訂作業
素案、議会説明ほか

第七次総合計画第3期計
画

（2025-2027）

【改訂版】
第3期県都まえばし創生プラン
（前橋市デジ田総合戦略）
（2024-2027）

●タウンミーティング
●シンポジウム

国：人口ビジョン改訂（2024）

前橋市DX推進計画

●9月:素案作成
●10月:議会（委員会）
●12月:有識者会議
●2月:委員会報告パブコメ
●3月:改訂

第3期計画策定に併せて
一部改訂（内容の整合等）

第八次
総合計画

計画の改訂等について（スケジュール）

55



3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

第3期推進
計画策定

社会状況
変化
（改訂の
視点）

行政評価
(R5実施
事業)

市民アン
ケート

市長マニ

創生本部
会議／
議会

（参考：議会対応）
●前回改訂時：①会派別に持ち回りで政策推進課から改訂案を説明、②市議会議員選挙後、初顔合わせ会において第2期推進計画（案）を市長から報告
※令和7年2月：市議会議員選挙
●第七次総合計画策定時：基本構想部分（10年間）の議決を要するため、H29.第4回定例会へ議案上程

計画の改訂等について（詳細スケジュール）

構成案検討
R5下半期ＷＧ

実施済

●第3期構成案ver1

構成案 政策推進課作成

行政評価

6/25【済】
第1回
県都まえばし
創生本部会議

市民アンケート結果、
取りまとめ

【R7予算要求】

冊子作成作業

改訂の視点
整理

施策、重点事業、個別事業等の
構成決定へ・KPI（成果指標、活動指標調整など）

市長マニフェストとの整合・整理

市議会議員選挙

8/9［済］
第1回有識者会議
・行政評価結果説明

第
3

期
推
進
計
画
作
成
説
明
会
（
主
管
課
、
関
係
所
属
向
け
）

第3回
有識者会議

12/26［本日］
第2回有識者会議
・改訂素案

第2回
県都まえばし
創生本部会議

市長マニフェストとの整合・整理

第
3

期
推
進
計
画
構
成
、
体
系
案

年
内
：
第
3

期
推
進
計
画
冊
子
（
案
）
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【構成要素】

1. 総合計画見直しの概要（総合計画の構成と計画期間）

【基本構想】
第七次総合計画期間内の改訂では 変更をしない想定の箇所
（議決済）

●まちづくりの基本理念「ビジョン」
めぶく。～良いものが育つまち(Where good things grow.)～

３から４年ごとの見直しを通じて計画を推進
●まちづくりの方向性
●重点テーマ、重点施策、重点事業
●計画推進に向けた取組方針

【計画の構成】

【計画期間】

改訂の視点

①新型コロナウイルス
②社会・経済のデジタル化
③外国人住民の増加
④行財政運営の最適化

①未来への投資（こども政策）
②生産性・効率性の向上
③共生社会の推進（障害の有無、
LGBTQ、 外国人等）
④行財政改革の推進（最適化） 7



計画の改訂範囲

基本構想は維持
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■推進計画の範囲 重点事業 51事業 → 45事業
まちづくりの方向性、重点テーマ（６章）重点施策（19施策）

総合計画見直しの概要（体系図） 6章ー19施策ー51重点事業

9



10

計画改訂の視点等

社会構造の変化（前橋市における将来人口推計）

【年齢３区分の割合】

高齢人口がピークに達し、労働力不足が深刻化する
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計画改訂の視点等
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前橋市職員＿年齢分布（2024.4月）

男性 女性

2040年にはボリュームゾーン
の職員（約1,200人）がいなく
なってしまう

今から変革していく
ことが必須

※2024.4.1時点の一般常勤職員2,551人の内訳
（再任用、任期付、交流受入、高校教員、幼稚教員、会計年度、特別職を除いた職員）

自治体職員も人が減っていく一方で、
低下しない住民の期待レベル



計画改訂の視点等

12

考慮すべき主な社会状況の変化等

①世界規模の気候変動

気候変動監視レポート2023によると令和5年度は世界年平均気温が統計開
始以降で最も高い値となった。日本においても1946年の統計開始以降最
も高い気温となった。特に、7月後半から8月にかけては平均気温平年差
で北日本で＋3.9℃、東日本で＋1.9℃となった。東京では7月の猛暑日の
観測日数が13日（2001年：7日が最高だった）となり過去最高を記録

②進行する少子化（若年層の将来不安）

人口減少及び少子高齢化に伴い、生産年齢人口は1980年から2020年まで
に全国で380万人減少しており、今後も減少する見込み。本市では1995
年にピーク（232,307人）を迎え、2020年では約39,000人減少し、
193,385人となっている。
加えて、2,020年に新型コロナウイルスの世界的な大流行により、経済界
の雇い控えや非正規雇用者の増加など、近年の物価高などが相まって若
者世代が将来展望へ不安が高まっている。

③多様な働き方
（年代、性別にとらわれない）

感染症の影響もあり、デジタル・オンラインの活用が進み、テレワーク
が普及するなど時間と場所に捉われない働き方が可能になった。若い世
代を中心とした働き方に付いての意識の変化や、女性活躍できる働き方
の更なる促進、育児休業を取り巻く環境などに変化が生じている。

④持続可能な経済社会

2020年12月に策定された「2050年までにカーボンニュートラルに伴うグ
リーン成長戦略」では、経済と環境の好循環をつなげるための産業政策
として温暖化への対応を経済成長の成約やコストとする時代から、脱炭
素社会を目指した産業活動への転換が求められている

⑤デジタルトランスフォーメーション、
AIへの対応

これまでの文書や手続きの単なる電子化からの脱却や、IT、デジタルの
活用で手続きを簡単便利にし国民と行政の双方の生産性を向上する。加
えて、データを活用しニーズに最適化舌政策の実現が必要。また今後は、
chatGPTなど、データの「認識」と「予測」を特とするAIの効果的な活
用も必要になってくる。

⑥教育の質の向上
（多忙化解消、GIGAの定着）

学校を取り巻く課題が複雑化・多様化してきており、教員の多忙化解消
に繋がる取組の充実や、コミュニティ・スクールへの転換や部活動の地
域移行を通じた地域との連携を強化する対応が進められている。GIGAス
クールの定着、各種業務のデジタル化によって、こども達への教育の質
の向上につなげていくことが必要。

⑦海外からの人の流入
訪日外客数：2020年4,115,900人、2021年245,900人、2022年3,832,900
人、2023年25,066,100人（日本政府観光局「訪日外客数（各年月推計
値）」）円安の影響もあり、訪日外客数は今後も増加すると考えられる。

⑧東京一極集中
2023年10月1日時点の人口推計によると、都道府県別では東京が唯一増
加。増加率0.34％（前年比+0.14ポイント）（総務省統計局より）・・・
東京以外では移住施策はパイの取り合いか？

⑨生産年齢人口の減少（高齢化）
仕事と子育ての両立が可能な働き方の確立、高齢者や障害者でも安心し
て働くことができる雇用環境の整備、多様性のある共生社会の実現に向
けた検討など（地方創生10年の取組と今後の方向性より）

⑩救急出動の増加
2019年17,799件、コロナ禍で2020年15,721件に減少したがその後増
2021年16,715件、2022年18,951件、2023年20,059件（前橋市救急統計
より）

⑪円安の進行
2020年４月：110円前後、2024年４月：155円前後
日本での賃金が目減りするため、外国人労働者は減少する可能性あり
（反対にインバウンドは増加傾向）

⑫物価の高騰
2020年を100とした場合…
総合：108.1、食料：116.8、住居：102.9、光熱水道：112.6など
今後もエネルギーなど輸入に頼る物を中心に増加する見込み。

⑬孤独・孤立問題
親しくしている友人・仲間がいるか（65歳以上、H30→R5比較）たくさ
んいる△16.9ポイント、普通にいる△8.5ポイント（高齢社会白書）

⑭１５歳〜２４歳の転出超過数の増加 2021年254人、2022年494人、2023年511人（前橋市）

⑮若者や女性が希望を持てる環境づくり

30歳ごろを境に、女性の正規雇用率が低下し、非正規雇用が多くなるL字
カーブ問題。非正規雇用など不安定就労の男性の結婚割合は低い（３０
～４０代の男性で、正規雇用の場合４１％が未婚で、パート・アルバイ
トの場合１５．８４．３％が未婚）

12



計画改訂の視点等

13

見直しの視点 主な取組 主に関連するまちづくりの方向性

1未来への投資（こども政策） 教育の質の向上 第１章

子育て施策の強化 第２章

2生産性・効率性の向上 アフターコロナ 第４章

社会・経済のデジタル化 第６章

多様な働き方の推進

3共生社会の推進 （障害の有無、LGBTQ、外国人等） 認め合い、支え合う社会の推進 第１章

多文化共生社会の推進 第３章

第５章

4行財政改革の推進（最適化） ファシリティマネジメント 第６章

◆第3期推進計画策定にかかる改訂の４つ視点

13

このほか、行政評価や市長マニフェストを踏まえた見直し案を調整
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2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）

14



・構成要素、イメージ

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）

■ロジックモデル

投入 活動 産出 直接成果 中間成果 最終成果

【行政活動】

資源の投入→事業実施→事業効果

【成果】
事業実施の結果社会がどう変わったか
※行政がコントロールできない範囲

15



例：駐輪場整備事業

【投入】 【活動】 【算出】 【直接成果】 【中間成果】 【最終成果】

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）

■ロジックモデル

駐輪場整

備費、駐

輪場用地

行政が駐

輪場を整

備する

駐輪可能

台数が増

加する

駐輪場の

利用者が

増加する

放置自転

車が減少

する

歩行者の

通路・安

全が確保

される

【行政活動】

資源の投入→事業実施→事業効果

【成果】
事業実施の結果社会がどう変わったか
※行政がコントロールできない範囲

16



例：駅前の歩行空間・安全確保
【投入】 【活動】 【算出】 【直接成果】 【中間成果】 【最終成果】

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）
■ロジックモデル

職員（巡回

要因）

行政が職員

を駅前に派

遣する

職員が駅前

の巡回を実

施する

自転車の放

置が抑制さ

れる

【行政活動】
資源の投入→事業実施→事業効果

【成果】
※行政がコントロールできない範囲

駐輪場整備

費、駐輪場

用地

行政が駐輪

場を整備す

る

駐輪可能台

数が増加す

る

駐輪場の利

用者が増加

する

自転車整理

員、車両の

手配

行政が自転

車整理員を

配置する

自転車整理

員が自転車

撤去作業を

行う

放置自転車

が撤去され

る

放置自転車

が減少する

歩行者の通

路・安全が

確保される

自転車
撤去

駐輪場
整備

巡回・
啓発

17



ポイント

・事業（目的と手段）を可視化する
コミュニケーションツールとしても有効（上司と部下、担当者と市民、政策推進課と担当課）

・成果測定や指標の設定、改善が容易になる
目的や手段が整理されたうえで、どの効果を測定するかが設定しやすい

・事業の属人化を防ぐ手段に貢献する
目的の引継ぎが可能となり、所属や所属間で共有可能

内容

ロジックモデルを活用して総合計画を改訂する

原因 結果

手段 目的

18

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）



2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）

19

・バックキャスティングで議論、共有し、行政手段から
目指すべき姿を可視化

・現場担当者を中心に、延べ500人以上の職員で
重点事業内容（ロジックモデル）を検討

19



※全員同時作業が可能です
※入力内容がリアルタイムで共有されます

名称：付箋グリッド

①付箋を活用して意見出ししてください

●使用するソフト…Microsoft Whiteboard
ファイルの場所…総合計画策定チーム－該当チャネル－該当フォルダ内－重点●Whiteboard_第3期改訂

20

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）
①最終成果を議論して定める

まず、最終成果

付箋を活用して目
指すべき状態の意
見出しをする

最終成果を定める

次の作業工程で入力します

20



※全員同時作業が可能です
※入力内容がリアルタイムで共有されます

①付箋を活用して意見出ししてください

●使用するソフト…Microsoft Whiteboard
ファイルの場所…総合計画策定チーム－該当チャネル－該当フォルダ内－重点●Whiteboard_第3期改訂

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）
②中間成果、直接成果を議論して定める（参考）

次の作業工程で入力します 済

付箋を活用して、最終成果を達成する
ために必要な中間成果、直接成果を意
見出しする

直接成果、中間成果を定める

21



※全員同時作業が可能です
※入力内容がリアルタイムで共有されます

①付箋を活用して意見出ししてください

●使用するソフト…Microsoft Whiteboard
ファイルの場所…総合計画策定チーム－該当チャネル－該当フォルダ内－重点●Whiteboard_第3期改訂

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）
③成果（直接-中間-最終）に効果的な行政手段を検討し、記載する

済

付箋を活用して、手順①、②で明らか
にした（直接-中間-最終）に効果的な
行政手段を洗い出しする

行政手段を羅列する

22



①オレンジ色の付箋
既存事業で直接成果に対して貢献
する行政活動を洗い出し
※担当課以外が実施している行政
活動でも構いません
※いいね！多かったものから派生
した議論の結果等でもかまいませ
ん

↓
②紫色の付箋
新規事業や事業改善により行政が
実施すべき行政活動を洗い出し
※効果的な行政活動であればゼロ
予算事業でも構いません

↓

同Whiteboardアプリ内にある産
出欄に付箋を移動

2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）
③成果（直接-中間-最終）に効果的な行政手段を検討し、記載する

既存事業
で効果的
な行政活

動

現状の事業
はなく、新
規事業や事
業改善によ
り行政が実
施すべき行
政活動

23



2.ロジックモデルの活用（改訂プロセス）

24

【行政活動】

資源の投入→事業実施→事業効果

【成果】
事業実施の結果社会がどのような状態を目指すのか

※行政がコントロールできない範囲

【成果指標】
目指す状態を測定
するために指標を

設定

24
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3.第3期推進計画改訂（素案）について

25
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3.第3期推進計画改訂（素案たたき）について
Ⅰ 序章

１ 計画改訂の趣旨

２ 社会経済等の背景

（１）社会状況

（２）本市の現状

（３）市民ニーズの把握

３ 計画の構成と期間

（１）基本構想

（２）推進計画

Ⅱ 基本構想

１ ビジョン

２ 政策方針

（１）将来都市像

（２）行動指針
（市民、企業・団体、行政のそれぞれが大切にする姿勢）

（３）まちづくりの柱

（４）人口の目標

（５）土地利用の方針

Ⅲ 推進計画

１ まちづくりの方向性

２ 重点テーマ、重点施策

３ 計画推進に向けた取組方針

４ 計画期間

５ 第３期推進計画への見直しにあたって

６ 推進計画の構成

７ SDGsの推進〜持続可能な社会を目指して〜

８ 重点施策

第１章 人をはぐくむまちづくり（教育・人づくり）

第２章 希望をかなえるまちづくり（結婚・出産・子育て）

第３章 生涯活躍のまちづくり（健康・福祉）

第４章 活気あふれるまちづくり（産業振興）

第５章 魅力あふれるまちづくり（シティプロモーション）

第６章 持続可能なまちづくり（都市基盤）

Ⅳ 計画の推進に向けて

１ 計画の進行管理

２ 計画の推進体制

３ 新しい価値の創造都市推進プロジェクト

Ⅰ序章
社会経済状況の変化等を考慮し全体を更新 P1～P23

■主な改訂内容
２社会経済等の背景ー（３）市民ニーズの把握
「若者意識調査結果」を掲載予定（集計中）
「ウェルビーイング指標から見た前橋市」を追加

Ⅱ基本構想は変更なし P24～P29

Ⅲ 推進計画
■主な改訂内容
・１まちづくりの方向性～７SDGsの推進 を時点更新 P30～P43
・８重点施策
ロジックモデルを活用して、重点施策、重点事業を再構築 P44～P95

※次項以降で各章ごとにポイント説明

Ⅳ 計画の推進に向けて
創生本部会議、有識者意見聴取などを経ながらPDCAサイクルによ
る進行管理を継続 P96～P101

目次
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【改訂の主な内容】
①【重点施策：基本維持することを前提】

3-1地域包括ケア社会の推進
→「共生社会の推進」へ変更

②【重点事業】 51重点事業→45重点事業
・事業完了による廃止（CCRC事業）
・事業統合（最終成果の重複、コロナ5類移行等）
※「多様性社会の推進」事業を新たに位置づけ

③【成果指標】
主観指標（市民の満足度等）の視点を強化

第2期推進計画 第3期推進計画
客観指標 74 75
主観指標 11 15

well-being指標 15
85 105

【成果指標数】

3.第3期推進計画改訂（素案たたき）について

▼アイコン表示

成果指標のうち、ウェルビーイング指標に基づく
主観アンケート項目を補足指標として追加

27
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【基本構想：変更なし】
6つの柱は変更なしの前
提で作業実施

【重点施策：基本維持することを前提】
3-1地域包括ケア社会の推進

→新たに「共生社会の推進」へ変更

【施策の方向性】
全庁作業で作成したロジックモデルの最終
成果（あるべき姿）を設定

※ポイント
ロジックモデル作成には全庁524人の職員
参画し、あるべき姿を議論

【重点事業】
事業数：第2期推進計画/51重点事業

→ 第3期推進計画/45重点事業

行政評価結果や有識者意見、ロジックモ
デル作成作業の中で、目指す姿が重複する
ものなどを主に統合することで事業数を縮
小

※「多様性社会の推進」事業を新たに位置
づけ
想定事業：多様性を認め合うための各種啓
発活動、相談事業や講座実施、意見交換
（タウンミーティングなど）

3.第3期推進計画改訂（素案）について Ｐ36-37



2929

3.第3期推進計画改訂（素案）について Ｐ36-37

【本冊の構成】

重点施策単位で見開きページで構成

※重点施策に対して、2~３の重点事業
を位置付けています



3030

3.第3期推進計画改訂（素案）について Ｐ44-45

P44-45に構成や記載内容を解説していますので参照してください【重点施策ページの見方】



31

各章ごとの改訂内容

31



【第3期推進計画（案）】【第2期推進計画：現行】

１　個性を伸ばし、主体性を育む人づくり

２　学び合い、高め合う人づくり

３　ふるさとを愛し、未来へ繋げる人づくり

１　個性を伸ばし、主体性を育む人づくり

２　学び合い、高め合う人づくり

３　ふるさとを愛し、未来へ繋げる人づくり

１　一人ひとりの学びの推進

２　個に応じた教育の推進

３　図書館の機能充実

４　人間性を高める学校・園づくりの推進

５　地域活動を通じた社会性の育成

３　図書館の機能充実

２　個に応じた教育の推進

１　一人ひとりの学びの推進

６　地域の文化や自然を活かした体験活動の推進

５　地域で活躍する人材の育成と社会教育の推進

４　人間性を高める学校づくりの推進

６　地域で活躍する人材の育成と社会教育の推進

７　地域の文化や自然を活かした体験活動の推進

８　文化財の維持管理・活用促進 ７　文化財の維持管理・活用促進

3232

第1章 人をはぐくむまちづくり

・重点２：特別支援教育や不登校支援の取組を一本化
・重点４：教職員の多忙化解消にかかる取組を統合、部活動の地域移行や、地域と連携した教育推進を新たに位置づけ
・重点５：旧⑤「地域活動を通じた社会性の育成」を「地域で活躍する人材の育成と社会教育の充実」へ統合

改訂
内容

統　　合

一部移管

重点事業数
8 → 7

Ｐ47-Ｐ53
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第1章 人をはぐくむまちづくり

【児童生徒及び支援スタッフの推移
（特別支援・不登校・日本語指導等）】

児童生徒の状況に合わせて支援を充実

関連データ

2019 2020 2021 2022 2023 2024

特別支援
（学サポ・ほっと・介助員）

133 136 139 166 158 172

不登校（スクールアシスタント） 22 22 23 25 25 25

日本語指導員 5 6 8 8 10 10

医療的ケア（看護師） 4 2 2 6 15 18

【市民アンケート
「公民館やコミュニティセンターに期待する取組はどれですか」】

公民館の需要は様々社会教育の充実へ

重点事業２
重点事業５

Ｐ47-Ｐ53



（改訂のポイント）
■一部統合

・第２期推進計画で
別の重点事業だった
青少年支援事業（不
登校支援、ヤングケ
アラー等）を統合し、
こどもたちの特性に
応じた支援の取組を
集約

(2) 個に応じた教育の推進

成果
指標

学校評価アンケートで「特別支援教育が充実している。」と
いう質問に「よくできている」「大体できている」と回答し
た人の割合

最終成果
（施策の方向性）

こどもたちが
お互いの良さや
違いを認め合い、

自分の良さを発揮して
いる状態を目指します

中間成果

こどもが自分と友達の
違いを知っている状態

直接成果

こどもが困ったときに相談
でき必要なときに支援を受
けられる状態

中間成果

こどもに居場所
（学校・園・その他）がある状

態

直接成果

安心して友達と一緒に過ご
せる環境が整っている状態

・特別支援教育巡回相談の実施
・特別支援学級介助員・学習サ
ポータ―等の支援スタッフの
配置

・青少年の相談対応や支援実施
・教育支援教室の運営
・スクールアシスタント等の支
援スタッフの配置

・巡回型日本語指導員を配置
・保護者支援員（通訳・翻訳）
・日本語スタートアッププログ
ラム等の実施

②青少年支援事業

③外国人児童生徒支援進業

成果
指標 不登校児童生徒のうち、欠席が90日以上の児童生徒の割合

成果
指標

学校評価アンケートで「授業で学習したことがよくわかって
いる。」という質問に「よくわかっている」「大体わかって
いる」と回答した人の割合

実績（2017）

92

現状（2023）

88

目標（2027）

93％ ％ ％

実績（2017）

92

現状（2023）

83.8

目標（2027）

87.8％ ％ ％

実績（2017）

65.8

現状（2023）

65.4

目標（2027）

61％ ％ ％

①特別支援教育推進事業

中間成果

こどもたちが安心して
自己表現できる状態

直接成果

こどもの個性や特性、家庭
環境を理解している大人が
近くにいる状態

Ｐ49

34

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点



（改訂のポイント）
■新要素追加

・社会教育人材育成
事業として「明寿大
学」の取組を新たに
位置づけ

・地区公民館、コ
ミュニティセンター
を拠点とした社会教
育推進

(5) 地域で活躍する人材の育成と社会教育の推進

成果
指標

地域の青少年健全育成団体が関わった行事の参加者数（年
間）

最終成果
（施策の方向性）

様々な世代の
住民が交流し、
地域と繋がって
活き活きしている
状態を目指します

中間成果

地域での様々な交流を通じて、
つながるよさや大切さを

感じている状態

直接成果

市民がやってみたいことを
通じて地域の中で仲間を見
つけることができる状態

中間成果

学びの循環が
実現できている状態

直接成果

地域で様々な世代が関わる
場が提供できている状態

・生涯学習フェスティバル
・出前講座実施（民間講師、市
民講師含む）

・明寿大学による学びの提供、
人材育成

・各種公民館事業（子育て・親
子支援、学び合い・人権、地
域ふれあい、文化祭等）実施

・市民の学びの発表機会創出

・のびゆくこどもつどい開催
・青少年育成推進
・中学生の放課後の自主学習支
援（寺子屋）

②社会教育推進事業

③青少年健全育成事業

成果
指標 民間講師の講座開催件数（年間）

成果
指標 公民館・コミュニティセンターの講座学習参加者数（年間）

実績（2017）

36,736

現状（2023）

58,354

目標（2027）

60,000人 人 人

実績（2017）

40,921

現状（2023）

24,806

目標（2027）

48,000人 人 人

実績（2017）

96

現状（2023）

150

目標（2027）

170件 件 件

①地域人材育成事業

中間成果

市民が主体的に
地域に参加して、

活躍（活動）できている状態

直接成果

地域住民が参加できる講座
開催など市民の学びの場が
提供されている状態

Ｐ51

35

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点
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第２章 希望をかなえるまちづくり（結婚、出産、子育て）

・重点８：「既に結婚等を希望している人の実現支援」から「どんな人も結婚の希望を持てる社会づくりの観点
・重点９：若年層へのプレコンセプションケア推進
・重点11：地域の子育て資源の活用（施設・人）
・重点12.13 イレギュラーな預かりや、障害児への視点

【第2期推進計画：現行】 【第3期推進計画（案）】

１　結婚や出産に対する支援の充実 １　結婚や出産に対する支援の充実

９　結婚の希望が実現できる環境づくり ８　結婚の希望が持てる環境づくり

11　子育て世代への包括的な支援 10　子育て世代への包括的な支援

12　地域の施設を活用した子育ての支援 11　地域と連携した子育て支援

10　妊娠・出産への支援 ９　妊娠・出産への支援

２　子育て支援の推進 ２　子育て支援の推進

３　子育てと仕事の両立支援 ３　子育てと仕事の両立支援

13　就学前の子どもの預け先の確保 12　就学前の子どもの預け先の確保

14　放課後の子どもの居場所づくり 13　放課後の子どもの居場所づくり

改訂
内容

統　　合

一部移管

Ｐ55-Ｐ61

重点事業数
６ → ６
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妊娠の約6割が30歳以上

関連データ

第２章 希望をかなえるまちづくり（結婚、出産、子育て）

【子育てに日常的に関わっている方はどなた（どの施設）ですか】
※未就園児の親

【妊娠届出時の年齢】

子育てには地域や保育園所等との連携が必須

重点事業９

重点事業11,12

Ｐ55-Ｐ61



（改訂のポイント）
■個別事業の再編

・若年層へのプレコ
ンセプションケア
による正しい理解
促進

(9) 妊娠・出産への支援

成果
指標

プレコンセプションケアセミナーの延べ参加者数（年間）

最終成果
（施策の方向性）

希望する人が安心
して妊娠・出産でき
る状態を目指します

中間成果

妊娠への不安や
悩みがない状態

直接成果

妊娠・出産への正しい知識
を持っており、不妊への悩
みがない状態

中間成果

妊婦（家族を含む）が安心
して出産を迎えられる状態

直接成果

妊娠・出産を前向きな気持
で捉えられる状態

・プレコンセプションケア（妊
娠・出産適齢期やライフプラ
ン等についての健康教育）の
実施

・不妊・不育治療費助成

・妊婦のための支援給付・妊婦
等包括支援事業実

・妊婦健診・妊婦歯科健診
・ハローベビークラスの実施

②妊娠期サポート事業

成果
指標

妊娠７～８か月頃、安心して妊娠期を過ごすための支援を実
施した割合

実績（2017）

618

現状（2023）

798

目標（2027）

850人 人 人

実績（2017）

-

現状（2023）

97.8

目標（2027）

100％ ％ ％

①不妊・不育支援事業

Ｐ57

38

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点



（改訂のポイント）
■新要素追加

・施設だけでなく、人
材も含めての地域連携
を志向して名称変更

・こども誰でも通園制
度の取組を追加

(11)地域と連携した子育て支援

成果
指標

地域の子育て支援事業の延べ利用者数（年間）

最終成果
（施策の方向性）

地域や社会全体で
子育てに対するサポー
トが行われ、子育てす
る人の不安感や孤独が
解消されている状態を

目指します

中間成果

子育て世代の相談・ふれあ
い・支え合い・交流の機会が

確保されている状態

直接成果

身近な地域の中で子育てに
かかる相談・交流できる場
所や子育て支援イベントが
充実している

中間成果

子育て世代の相談・
ふれあい・支え合い・交流の
機会が確保されている状態

こどもの預かりに係る
さまざまなニーズに
応えた受け皿が

確保されている状態

直接成果

希望する人はだれでも地域
の中で保育サービスを利用
することができる

・地域の子育て支援事業の実施
と充実推進

・未就園児とその保護者を対象
とした支援事業の実施

・一時的な預かり事業の実施
・こども誰でも通園の制度化に
伴う対応及び利用者の利便性
向上

②地域保育サービス事業

成果
指標 一時預かり事業の延べ利用者数（年間）

成果
指標

こども誰でも通園制度の延べ利用者数（年間）
実績（2017）

-

現状（2023）

-

目標（2027）

624人 人 人

実績（2017）

-

現状（2023）

76,533

目標（2027）

73,798人 人 人

実績（2017）

-

現状（2023）

110,213

目標（2027）

102,265人 人 人

①地域の子育て支援事業

Ｐ59

39

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点
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第３章 生涯活躍のまちづくり（健康・福祉）
・重点15：インクルーシブな共生社会実現推進に向け、現在弱い取組を位置付けることで、将来的に推進
・重点17：①健康診査・各種がん検診等の検診事業と②健康増進・啓発事業を統合。
・感染症対策の推進について新型コロナウイルス感染症の5類移行に伴い、重点17に統合

改訂
内容

統　　合

一部移管

18　心身の健康づくり事業の推進 17　心身の健康づくり事業の推進

19　感染症対策の推進

20　介護予防と高齢社会を支える人づくりの推進 18　介護予防と高齢社会を支える人づくりの推進

16　前橋版生涯活躍のまちづくり【廃止】 15　多様性社会の推進【新規】

17　障害者の活躍促進 16　障害者の活躍促進

２　健康づくりと介護予防の推進 ２　健康づくりと介護予防の推進

【第2期推進計画：現行】 【第3期推進計画（案）】

１　地域包括ケアの推進 １　共生社会の推進

15　地域包括ケアシステムの推進 14　地域包括ケアシステムの推進

Ｐ63-Ｐ67

重点事業数
６ → ５



4141

共生社会の推進・実現には多角的
な取組が必要

関連データ

第３章 生涯活躍のまちづくり（健康・福祉）

(n = 3052)

差別の解消及び権利擁護の推進

早期療育、教育環境の整備

保健・医療の充実

生活支援の充実

障害者雇用・就労の促進

社会参加の充実

暮らしやすい生活環境の整備

無回答

32.8%

30.1%

40.1%

54.5%

44.9%

11.8%

52.4%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

【市民アンケート「障害者が地域で暮らしやすい、共生社会実現のため
には、どのような取組が必要だと思いますか」】

【要介護等認定者及び要介護認定率】

要介護認定率は今後も上昇見込

重点事業15

重点事業18

Ｐ63-Ｐ67



（改訂のポイント）
■新設

・多様性理解促進事
業を新規設定

・相談支援連携事象
を新規設定

(15)多様性社会の推進

成果
指標

人権教室における参加者の理解度

最終成果
（施策の方向性）

国籍や性別、障害
の有無などに対する
理解が進み、地域の
中で支え合いと交流
が生まれている状態

を目指します

中間成果

立場が異なる人同士が
気軽にコミュニケーションが

取れる状態

直接成果

自分と異なる人の状況や障
害特性を知る機会があり、
自分と他人が違うことを理
解している状態

中間成果

支援が必要な人が安心して
周りの人に発信できる状態

直接成果

困りごとがあった場合に、
支援を受ける人・支援する
人の双方が、どこへ相談・
共有したら良いかわかって
いる状態

・多様性に関する啓発活動
・人権啓発活動の実施
・様々な状況にある人や文化の
情報提供による理解促進

・スムーズな共助に繋げるため
の情報整理

・相談内容に応じた横の連携
・めぶくコミュニティの推進

②相談支援連携事業

成果
指標

「暮らしている地域には、困ったときに相談できる人が身近
にいる」について「非常にあてはまる」「ある程度当てはま
る」と答えた人の割合

成果
指標

「私は、町内（集落）の人が困っていたら手助けをする」に
ついて「非常にあてはまる」「ある程度当てはまる」と答え
た人の割合

実績（2017）

-

現状（2023）

53.5

目標（2027）

55.5％ ％ ％

実績（2017）

-

現状（2023）

99

目標（2027）

100％ ％ ％

実績（2017）

-

現状（2023）

31

目標（2027）

35％ ％ ％

①多様性理解促進事業

Ｐ65

42

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点



（改訂のポイント）
■事業内容の充実
（継続）

・フレイル予防プロ
グラムや介護予防体
操の実施で、介護を
必要としない高齢者
増加

・介護や認知症に関
する基礎知識を持つ
人の増加

(18)介護予防と高齢社会を支える人づくりの推進

成果
指標

介護予防に向けた体操（体操クラブ含む）参加者数（年間）

最終成果
（施策の方向性）

地域の支え合いや
つながりの中で、健
康に生きがいを持っ
て長生きできる社会
（well-being）を目

指します

中間成果

高齢者が介護を
必要としないで
長生きできるように
行動している状態

直接成果

介護予防に参加する高齢者
が増える状態

中間成果

地域住民に介護予防支援活動
の経験者が増える状態

直接成果

介護予防に関する知識・関
心・当事者意識を持つ人が
増える状態

・ピンシャン体操クラブ立ち上
げ・運営支援

・フレイル予防プログラム・フ
レイルチェック

・介護予防サポーター・認知症
サポーターの養成研修

・サービス従事者養成研修
・介護の入門的研修実施

②担い手育成・支援事業

成果
指標 介護予防の担い手の実際の活動人数（年間）

実績（2017）

100,404

現状（2023）

109,276

目標（2027）

113,276人 人 人

実績（2017）

-

現状（2023）

1,412

目標（2027）

1,852人 人 人

①介護予防活動事業

Ｐ67

43

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点
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第４章 活気あふれるまちづくり（産業振興）

・重点19：旧㉑「市内事業者の事業継続支援」と旧㉒「新産業の創出と新市場の開拓」を統合して新設
・重点21：旧㉔「人材確保・育成支援」と旧㉕「女性が活躍しやすい環境づくり」を統合して新設
女性の就業生活における活躍推進事業を重点2１に移行し、男女共同参画市民協働事業を重点８に移行

・重点24：重点事業名称を「農業基盤の安定支援」に変更

25　実効性の高い販売戦略の展開29　実効性の高い販売戦略の展開

３　魅力ある農林業への転換 ３　魅力ある農林業への転換

27　地域農業の担い手の確保・育成 23　地域農業の担い手の確保・育成

28　儲かる農業の実現 24　農業基盤の安定支援

24　人材確保・育成支援 21　就業機会の充実と多様な働き方の推進

25　女性が活躍しやすい環境づくり

26　包括的な起業支援 22　包括的な起業支援

22　新産業の創出と新市場の開拓

23　企業立地の推進 20　企業立地の推進

２　働く意欲と機会の創出 ２　働く意欲と機会の創出

【第2期推進計画：現行】 【第3期推進計画（案）】

１　地域産業の基盤強化・活性化支援 １　地域産業の基盤強化・活性化支援

21　市内事業者の事業継続支援 19　市内事業者の事業継続支援と新市場の開拓

統　　合

一部移管

改訂
内容

Ｐ69-Ｐ75

重点事業数
９ → 7



0.6%

0.3%

0.2%

5.2%

3.5%

1.7%

15.4%

14.0%

10.7%

23.5%

23.1%

20.2%

10.8%

11.3%

11.5%

44.5%

47.8%

55.6%

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

2024

2021

2019

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上

4545職場環境の改善に対する支援も必要である

関連データ

第４章 活気あふれるまちづくり（産業振興）

27.7

27.1

25.0

21.3

18.1

15.4

15.4

13.8

6.9

5.3

2.1

4.3

12.2

0 5 10 15 20 25 30

会社の労働条件の改善

働き方についての社会の意識変化

従業員の仕事や生活スタイルの変化

長時間労働の改善

社会保障制度等の充実

多様な働き方メニューの充実

取り組む余裕がない

会社の経営者等の意識改革

取組み企業に対する各種支援

託児施設の整備など費用負担

会社同士の競争環境の改善

その他

特に課題はない

N=188

出典：前橋市産業振興ビジョン令和7年度改訂版策定にかかるアンケート調査結果

【企業におけるワークライフバランスに取り組むうえでの課題（複数回答）】 【認定農業者数の推移】

地域農業の担い手の確保・育成が必要である

出典：事業実績

計410人

（人）

計372人

計344人

重点事業21

重点事業23

Ｐ69-Ｐ75



（改訂のポイント）
■統合

・中小企業採用力向
上サポート事業を追
加

・仕事と育児・介護
の両立支援セミナー
を追加

・女性活躍推進在宅
セミナーを追加

(21)就業機会の充実と多様な働き方の推進

成果
指標

各種支援による就職決定者数

最終成果
（施策の方向性）

働きたい人が就業機会
に恵まれ、在職者のワー
クライフバランスが保て
ている状態を目指します

中間成果

自分にあった働き方を選択で
きている状態

直接成果

希望する求人でのマッチン
グ機会が多い状態

中間成果

市内企業や社会生活において、
男女関係なく活躍できている状

態

直接成果

男女共同参画の理念につい
て周知できている状態

直接成果

家庭事情等がハンデになら
ない職場環境の整備や働き
方に対する理解が進んでい
る状態

・就職支援事業、キャリアカウ
ンセリング、合同企業説明会
・女性活躍推進事業
・中小企業採用力向上サポート
事業

・事業者向け 仕事と育児・介
護の両立支援セミナー
・仕事子育て両立支援金
・企業交流会での情報提供
・活躍する人材への取材

・ニュースレター「新樹」配信
・男女共同参画セミナーの開催
（就職支援施設との連携セミ
ナー含む）
・男女共同参画週間に合わせて
のパネル展

②働き方改革促進事業

③男女共同参画市民協働事業

成果
指標

男女協働参画セミナー参加者に対するアンケート調査で
「ワークライフバランス（仕事と生活が調和して両立できて
いる状態）が保てていますか」について「非常にあてはま
る」「ある程度当てはまる」と答えた人の割合

実績（2017）

-

現状（2023）

-

目標（2027）

60％ ％ ％

実績（2017）

668

現状（2023）

493

目標（2027）

500人 人 人

①就業マッチング支援事業

Ｐ72

46

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点



（改定のポイント）

・農機シェアリング
サービス補助金を追
加

・セカンドキャリア
就農支援事業補助金
を追加

(23)地域農業の担い手の確保・育成

成果
指標 新規就農者数（年間：雇用就農者を含む）

最終成果
（施策の方向性）

新規就農や定年後の就
農を前橋市でと思える状

態を目指します

中間成果

若者から高齢者、女性や外国人
など多様な人材が就農を希望す

る状態

直接成果

農業初心者でも農業の先輩
から技術とノウハウが得ら
れ、新規に参入できる状態

中間成果

農地や耕作機械が借りやすい状態直接成果

農地や農業資材が利用でき
る状態

直接成果

補助等の支援により初期投
資額が減り、独立就農の不
安が和らぐ状態

・技術指導や販路確保
・就農希望者と農業者のﾏｯﾁﾝｸﾞ
・転入新規就農者への家賃補助
・就農者への農地貸与等の奨励
・耕作放棄地解消補助
・農業版インターシップ

・就農希望者への就農相談会
・就農希望者等の経営安定を目
的とした農地斡旋、機械購入助
成

・セカンドキャリア就農支援
・高齢農家への継続支援
・地域計画検討会の実施
・農機ｼｪｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ補助

②新規就農者支援事業

③担い手支援事業

成果
指標 法人参入数（年間）

実績（2017）

46

現状（2023）

41

目標（2027）

43人 人 人

実績（2017）

-

現状（2023）

35

目標（2027）

47件 件 件

①農業参入促進事業

Ｐ74

47

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点
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第５章 魅力あふれるまちづくり（シティプロモーション）

・重点33：旧㉚赤城山ツーリズム・スローシティの推進から「スローシティ推進事業」を移管。スローシティ理念の
浸透によって市民主体の魅力づくりを推進。

・重点35：旧㊳まちなかの魅力向上から「アーバンデザイン推進事業」を移管。旧㊴中心市街地再開発の推進、旧㊵
広瀬川を活かしたまちづくりの推進を統合し、まちなか空間の整備・活用を一体的に位置付け。

40　広瀬川を活かしたまちづくりの推進

３　市民主体の魅力づくりの推進 ３　市民主体の魅力づくりの推進

36　民間との連携推進 32　民間との連携推進

37　魅力発信の充実・推進 33　魅力発信の充実・推進

４　魅力的なまちづくりの推進 ４　魅力的なまちづくりの推進

38　まちなかの魅力向上 34　まちなかの魅力向上

39　中心市街地再開発の推進 35　まちなか空間の整備・活用

33　移住・定住の促進 29　移住・定住の促進

34　若者の定着促進 30　若者の定着・還流促進

35　外国人への理解促進・共生推進 31　外国人材の定着・共生推進

31　歴史・文化・芸術の活用 27　歴史・文化・芸術の活用

32　スポーツイベントの開催・充実と大会支援の推進 28　スポーツ機会の拡充と環境づくり

２　移住・定住促進 ２　移住・定住促進

【第2期推進計画：現行】 【第3期推進計画（案）】

１　地域資源を活かした新たな観光振興 １　地域資源を活かした新たな観光振興

30　赤城山ツーリズム・スローシティの推進 26　赤城山を核とした観光振興

統　　合

一部移管

改訂
内容

Ｐ77-Ｐ85

重点事業数
11 → 10



4949
コロナ以降、転出が増加トレンド

関連データ

第５章 魅力あふれるまちづくり（シティプロモーション）

出典：2021年度前橋市運動・スポーツに関するアンケート集計結果

施設利用の機会創出が課題

重点事業30・33重点事業28

出典：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査

Ｐ77-Ｐ85



（改訂のポイント）

・名称変更。さまざ
まな角度からスポー
ツ機会を創出。

・大会開催だけでな
く、する・みる・さ
さえるスポーツ振興
を推進。

・スポーツ施設整備
要素を追加。

(28)スポーツ機会の拡充と環境づくり

成果
指標

地元プロスポーツホーム戦観客数（年間）

最終成果
（施策の方向性）

スポーツを通じ
て、訪れる人が増え
ている状態を目指し

ます

中間成果

応援したいプロスポーツチー
ムがある状態

直接成果

いつでもプロスポーツチー
ムに関われる状態

中間成果

スポーツ大会・イベントと
観光が結びついている状態

直接成果

スポーツイベントの情報と
観光情報がリンクして発信
されている

・ＳＮＳでのプロスポーツＰＲ
・プロスポーツチームとの連携
・選手参加イベント企画
・プロスポーツクラブ等活動支
援交付金

・スポーツ施設管理運営、活用
促進、計画的維持補修

・国スポ開催に向けた施設整備
等

・地域資源を活かしたスポーツ
イベント実施・支援

・観光分野との連携
・スポーツ団体、観光コンベン
ション協会、その他民間企業
団体との連携

②スポーツ環境の充実

③スポーツツーリズム事
業

成果
指標

市有スポーツ施設でのスポーツ教室参加者数（年間）

成果
指標

ヒルクライム参加者アンケートでの満足度
実績（2017）

-

現状（2023）

86

目標（2027）

90％ ％ ％

実績（2017）

-

現状（2023）

94,390

目標（2027）

96,000人 人 人

実績（2017）

87,232

現状（2023）

71,369

目標（2027）

71,700人 人 人

①プロスポーツチームと
の連携・支援

中間成果

新たなスポーツ種目の大会
開催が定着した状態

直接成果

多くの種目に対応するス
ポーツ環境が整備され、活
用されている状態

Ｐ79
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51

（改訂のポイント）

・若者の定着と、将
来的な還流の両方に
資する、種まき事業
を主眼

・こどもや若者のま
ちづくりへの参画ス
キームを構築し、ま
ちへの愛着を育む

(30)若者の定着・還流促進

成果
指標

住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局）による25-39歳
の転入超過数（年間）

最終成果
（施策の方向性）

「前橋市で暮らす」と
いう選択肢を持つ者
が増えている状態を

目指します

中間成果

若者が前橋の魅力を
発信でき、前橋市に

貢献したいと思える状態

直接成果

行政と若者が
つながっている状態

中間成果

前橋で活躍し、目標となる
人材が存在し、若者に豊かな

人間関係がある状態

直接成果

若者が同世代・多世代と交
流できる場や機会がある状
態

・こどもや若者からのまちづく
りアイデア収集・支援

・学生担い手活動の促進
・こどもや若者のフィールド
ワーク支援、市政参加促進

・プラットフォーム事業
・高校生向けキャリア教育事業
・合同企業説明会事業
・奨学金返済支援制度の周知
・インターンシップ事業

・はたちのつどい等同世代交流
支援

・高校生学習室管理運営
・世代間交流促進
・地域若者会議等交流促進

②若者活躍応援事業

③交流促進事業

成果
指標

【Well-Being】「暮らしている地域には、若者が活躍しやす
い雰囲気がある」について「非常にあてはまる」「ある程度
当てはまる」と答えた人の割合

補足
指標

高校生学習室の地域活動参加者（高校生ボランティア数）
実績（2017）

-

現状（2023）

59

目標（2027）

100人 人 人

実績（2017）

32

現状（2023）

-105

目標（2027）

-35人 人 人

実績（2017）

-

現状（2023）

11.2

目標（2027）

15.2％ ％ ％

①若者協働事業

中間成果

前橋でそれぞれが望む
ライフスタイルの
実現がイメージが

できる状態

直接成果

地元の多様な雇用機会な
ど、希望を叶えるための情
報を受け取ることができる
状態

Ｐ81

51

視点１
未来へ
の投資

視点３
共生社会
の推進

視点２
生産性
効率性

視点４
行財政改革
の推進

改訂の視点



統　　合

一部移管

5252

第６章 持続可能なまちづくり（都市基盤）

• 重点36：旧㊶「合理的な土地利用の推進」と旧㊷「都市基盤整備の推進と都市機能施設の誘導」を統合。名称を
「合理的な土地利用と良好な市街地の形成」へ変更

• 重点38：旧㊺「自転車のまち前橋の推進」からシェアサイクル推進事業を移管。加えて新たにマイタク事業を位置
付け。名称を「公共交通の維持・充実」へ変更

• 重点39：公共交通の利用促進に向けた利用者側へのアプローチを強化するため、旧㊹「公共交通の利便性向上」か
らモビリティマネジメントやMaaS事業を移管し、重点事業名称を新たに「公共交通の利用促進」へ変更。

• 重点40：旧㊺「自転車のまち前橋の推進」から交通安全啓発にかかる事業を移管

【第2期推進計画：現行】 【第3期推進計画（案）】

１　都市機能の集約と拠点性の向上 １　都市機能の集約と拠点性の向上

41　合理的な土地利用の推進 36　合理的な土地利用と良好な市街地の形成

42　都市基盤整備の推進と都市機能施設の誘導

43　ファシリティマネジメントの推進 37　ファシリティマネジメントの推進

２　交通ネットワークの充実 ２　交通ネットワークの充実

44　公共交通の利便性向上 38　公共交通の維持・充実

45　自転車のまち前橋の推進 39　公共交通の利用促進

46　安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 40　安全・安心で円滑な道路環境整備の推進

３　環境配慮型社会の形成 ３　環境配慮型社会の形成

47　温室効果ガスの削減推進 41　グリーントランスフォーメーション（GX）の推進

48　ごみ減量化と安定処理の推進 42　ごみ減量化と安定処理の推進

51　消防救急体制の充実 45　消防救急体制の充実・強化

４　安全・安心なまちづくりの推進 ４　安全・安心なまちづくりの推進

49　地域防災力の向上 43　地域防災力の向上

50　災害に強い上下水道システムの構築 44　災害に強い上下水道システムの構築

改訂の
視点

Ｐ87-Ｐ95

重点事業数
11 → 10
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関連データ

第６章 持続可能なまちづくり（都市基盤）

【市内運行路線バスの利用者の推移】
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【自主防災会組織数及び訓練回数】
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路線バス利用者はコロナの影響から回復傾向だが
燃料費高騰やドライバー不足など課題も多い

市内全284自治会のうち自主防災会の設立は8割
地域と連携して防災力の向上を図る

4億
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重点事業
43

Ｐ87-Ｐ95
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（改訂のポイント）

・利用者側に焦点を
当て、公共交通の利
用促進を図る

・意識的に公共交通
を移動手段として選
択できるよう情報提
供や利便性向上

・児童・生徒向けの
乗り方教室を新たに
位置付け

(39) 公共交通の利用促進

最終成果
（施策の方向性）

公共交通が移動手段の
選択肢に入っている状態

を目指します

成果
指標

路線バス・デマンドバス・上電・ＪＲの利用者数（年間）

成果
指標

「私の暮らしている地域では、公共交通機関で、好きな時に
好きなところへ移動ができる」という設問に「非常にあては
まる」「ある程度あてはまる」と回答した人の割合

実績（2017）

20,792

現状（2023） 目標（2027）

千人 18,824千人 20,133千人

実績（2017）

－
現状（2023）

16.1
目標（2027）

20.1％ ％

・行政が届出制度により居住

・交通ポータルで各交通事業者
の運行情報を総合的に提供

・バス待ち環境を改善
・ターミナル駅や主要バス停の
案内の整備

・MaaSサービスの提供
・事業者をまたいだデジタルチ
ケットの提供

・交通サービスのDX化

・学校と連携し、公共交通の理
解の推進

・公共交通を体験する機会の創
出

②MaaS事業

③モビリティ・マネジメン
ト推進事業

①わかりやすい情報案内推進
事業

中間成果

意識的に公共交通によるメ
リットを享受しながら利用

している状態

中間成果

市民が様々な移動手段を
知り選択できる状態

直接成果

市民が公共交通の利用
方法を理解し容易に利
用できる状態

直接成果

自家用車から公共交通
に移行するメリットを
感じる状態

直接成果
様々なモビリティから自ら
調べる・予約する・決済す
るが容易にでき、自家用車
にはない付加価値が享受で
きる状態態

Ｐ91
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（改定のポイント）

・防災体制構築事業
を新たに位置付け、
実効性のある関係機
関との連携体制の構
築を図る。

・成果指標を新たに
「自主防災会の活動
率」とし、災害時の
地域による支援の実
現を目指す。

(43)地域防災力の向上

成果
指標 自主防災会の活動率

最終成果
（施策の方向性）

近隣住民同士が
声を掛け合い、

安心して、命を守る
行動がとれる状態を

目指します

・総合防災マップの見方等の周
知

・災害リスクへの備えに関する
講話等の実施

・自主防災会の活動促進
・避難行動要支援者制度の周知

・職員による訓練の実施
・平時から関係機関と定期的な
会議や面談の実施

・平時から災害時応援協定や福
祉などの関係機関と定期的な
会議や面談、訓練の実施

②自主防災会活動促進事業

③実効性のある防災体制構
築事業

成果
指標

自主防災組織の避難行動要支援者関連訓練の実施回数(年間）

実績（2017）

62

現状（2023）

75

目標（2027）

79％ ％ ％

実績（2017）

0
現状（2023）

0
目標（2027）

30回 回 回

①防災対策推進事業 直接成果

災害を自分ごととして
捉えられている（自助）

直接成果

災害対応の体制整備が
できている（公助）

直接成果

「自分たちの地域は
自分たちで守る」という
意識がある（共助）

成果
指標

「私の暮らしている地域では、防災対策がしっかりしてい
る」という設問に「非常にあてはまる」「ある程度あてはま
る」と回答した人の割合

実績（2017）

－
現状（2023）

24.8
目標（2027）

28.8％ ％

直接成果

市民が災害リスクを
正しく理解している

直接成果

関係機関がそれぞれの
役割を認識している

直接成果

地域が支援を必要としてい
る人を把握できている

Ｐ94
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意見交換、協議ポイント
（前提：今後3年間について協議）

主に行政の役割の部分について、行政評価結果や、ロ
ジックモデルの流れをみながらそれぞれ専門の立場の中
からご助言やご意見をいただきたい

例：（産出欄）行政に求められる視点 ／（成果）あるべき姿 ／ 成果指標
地域経営 ／ 現場の声 ／ 企業団体との連携でできること、促進されること など
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